
 

｜視点｜壊滅的な軍拡競争が依然猛威を振るう（ソマール・ウィジャヤダサ国

際弁護士） 

 

【ニューヨーク IDN＝ソマール・ウィジャヤダサ】 

 

ロナルド・トランプ大統領が１９８７年に米国がソ連と結んだ中距離核戦力（INF）全廃条

約から離脱（8 月 2 日）したことで、軍拡競争は新たな局面に入った。 

 

ウラジーミル・プーチン大統領は８月５日、米国が INF 失効に伴って新たな中・短距離核

ミサイルを開発した場合、ロシアも同様の対応を取らざるを得ない、と警告した。 

 

プーチン大統領は、「もし米国がそのような核ミサイルを開発し製造を開始したという信頼

できる情報を得た場合は、ロシアも同様のミサイルの全面的な開発に着手せざるを得な

い。」と語った。 

 

米国とソ連の間で締結された第一次戦略兵器削減条約（START I）や INFを含むいくつか

の条約のお蔭で、両国の備蓄核弾頭数は１９８６年の７０，３００発から１３，８６５発

"Against the dark background of the atomic bomb, the United States does not wish merely to present 

strength, but also the desire and the hope for peace. The coming months will be fraught with fateful 

decisions… may they be the decisions which will lead this world out of fear and into peace." (U.S. 

President Dwight D. Eisenhower in an address to the 470th United Nations General Assembly on 8 

December 1953)  資料: UN Photo/MB 

 

https://www.iaea.org/about/history/atoms-for-peace-speech


にまで削減された。しかし米ロ両

国は依然として、世界を数度にわ

たって焼き尽くすに十分なだけ

の各々６，１８５発と６，５００

発の核弾頭を保有している。 

 

国際社会は、米国が１９４５年８

月６日と９日に広島と長崎に対

して使用した原爆の非人道的な

破壊力や、チェルノブイリや福島

原発事故が引き起こした惨禍を

認識している。 

 

国連は１９４５年の創設以来、「戦

争の惨害から将来の世代を救う」という崇高な目的を達成すべく、核兵器を廃絶するよう

努めてきた。 

 

そして２０１７年７月７日、国連はついに、「核兵器を禁止し完全廃棄に導く」核兵器禁止

条約を採択した。 

 

しかし、核兵器保有国で、国際の平和と安全保障の維持を託された国連安全保障理事会の

常任理事国でもある米国、ロシア、英国、フランス、中国は、この気高い取り組を支持で

きなかった。 

 

過去には米国の大統領を含む世界の多くの指導者が、核兵器の禁止を支持する発言をして

きた。例えば、ジョン・ケネディー大統領は、これらの核兵器は「我々人類が滅ぼされる

前に廃絶しなけれえばなりません。」と語った。また、ロナルド・レーガン大統領は、「私

達は、核兵器が地球上から駆逐される日を迎えるまで決して歩みを止めてはならない。」と

述べている。 

 

バラク・オバマ大統領は２００９年のプラハ演説の中で、「核兵器のない世界に向けた具体

的措置を取る」と誓った。しかし２００９年にノーベル平和賞を受賞したのちは、今日ト

ランプ政権が引き継いだ２つの新規爆弾製造工場と新型核弾頭並びに運搬方式を開発する

ために向こう３０年に亘って１兆ドルの予算を承認した。 

 

今日、偶発的に核戦争が勃発する脅威がこれまでになく高まっているにもかかわらず、こ

資料：Arms Control Association 

https://ja.wikisource.org/wiki/%E3%83%90%E3%83%A9%E3%82%AF%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%90%E3%83%9E%E3%81%AE%E3%83%97%E3%83%A9%E3%83%8F%E3%81%A7%E3%81%AE%E6%BC%94%E8%AA%AC


のような米国の動きを受けて、ロシア、中国、そ

の他の核保有国も核戦力の増強に傾いてる。 

 

核兵器の使用がもたらす結末について、世界中が

認識している中で、権力に飢えた戦争を誘発する

（核兵器を保有する）国々は、核戦争が引き起こ

す結末がどのようなものになるか気が付かない

ふりをしているようだ。 

 

もし世界の大半の人々が核兵器を嫌悪し廃絶を

要求しているのならば、核保有国が国連の取り組

みや人々の願いを完全に無視して、より高度な核

兵器の開発に邁進するのはもってのほかである。 

 

核保有国は、核戦力を増強すれば、戦争がもたら

す死や破壊、難民問題、大量の移民の発生、貧困

や飢餓といった多くの問題を解決できると考え

ているのだろうか。 

 

不必要な軍事費支出 

 

ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）は、２０１８年版報告書の中で、世界の軍事費は

１９８８年以来最も高い１．８兆ドルに達したと指摘し、「世界は完全武装しつつある」と

コメントした。 

 

２０１８年の米国の軍事費支出は６４９０億ドルにのぼり、この金額は２位以下の８カ国

の軍事費合計にほぼ等しい。他の主な軍事費支出国は中国（２５００億ドル）、サウジアラ

ビア（６７６億ドル）、インド（６６５億ドル）、フランス（６３８億ドル）、ロシア（６１

４億ドル）である。 

 

エコノミスト誌は、軍事費が増大した背景には、トランプ政権が、より高級で高価な武器

装備を必要とするロシア、中国を相手取った「大国間競争」に舵を切ったことが反映され

ている、と報じている。SIPRI は、米国とロシアが世界の武器売買の半数以上を占めており、

２００２年以来、武器売買業者のトップ１００社が合計で５兆ドル相当の武器を売ってい

た。また、中国、フランス、ロシア、中国、米国が輸出している武器貿易の総量は武器貿

易全体の７０％を占めている。 

U.S. President Barack Obama's official 

photograph in the Oval Office on 6 

December 2012. 

資料：White House 
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第二次世界大戦中は欧州戦線で連合国最高司令

官として従軍した経験を持つドワイト・アイゼン

ハワー大統領は、１９５３年４月１６日に米国新

聞編集者協会で行った演説の中で、「一丁の銃が

作られる度に、一隻の軍艦が進水する度に、一発

のロケット弾が発射される度に、結局は、飢えて

いるのに食べる物がない人々、寒さに凍えている

のに着る物がない人々からの窃盗が起きている

ことになります。」と指摘したうえで、「武装する

世界は、単にカネを消費しているだけではなく、

労働者の汗を浪費し、すべての科学者の知性を浪

費し、子供達の希望を浪費しているのです。」「こ

れは、いかなる真の意味においても、正しい生き

方とは言えない。戦争の暗雲が立ち込める中、人

類は鉄の十字架に磔になったも同然です。」と警

告した。 

 

軍事衝突と人的被害 

 

１９４５年以来、世界では約２５０件の戦争が発生し５０００万人を超える人が殺害され

たほか、数千万人が家を追われ、無数の人々が傷つき近親者を失った。 

 

２０１４年、デイビッド・スワンソン氏は、学術誌アメリカン・ジャーナル・オブ・パブ

リック・ヘルスへの寄稿文の中で、「第二次世界大戦が終結して以来、世界の１５３箇所で

２４８件の武力紛争が発生してきた。１９４５年から２００１年の間に２０１の軍事作戦

を海外で展開した。またその後もアフガニスタンやイラク等各地で軍事作戦を遂行してき

た。 

 

２０１６年だけでも、紛争で１０万人が命を失った。経済損失は、推定１４兆３０００億

ドル或いは世界経済の１２．６％に相当する。 

 

平和活動家のトム・マイヤー氏は、「米国の軍事介入は中東地域にとって災難以外の何もの

でもありません。米軍はイラクを破壊し、リビアを不安定にし、エジプトの独裁者を育み、

シリア内戦を加速させ、イエメンを破壊しました。また、バーレーンでは民主化運動の鎮

圧を手助けしたのです。」と語った。 

 

Dwight D. Eisenhower, official photo 

portrait, May 29, 1959. 

資料：White House 



１０年に亘ってイラクとアフガ

ニスタンに死と破壊と殺戮をも

たらし、数百万人の犠牲者が出た

のち、オバマ及びトランプ大統領

は、米国の納税者に対して中東の

戦争に７兆ドル近いコストがか

かったことを明らかにした。しか

し中東に介入する大義名分であ

った平和や民主主義や自由はい

ったいどこにあるのだろうか。 

 

このように巨額の費用が武器や

軍事紛争に浪費される一方で、世

界各地の学校や道路や橋といったインフラは、資本主義国においてでさえ、引き続き劣化

が進んでいる。 

 

人間を殺す武器にではなく人に投資せよ 

 

国連によると、１３億人以上の人々が極貧状態（絶対的貧困線＝1.9 ドル/日以下）に暮ら

し、２０億人以上が清潔な水へのアクセスがなく、毎日２２，０００人の子供が貧困ゆえ

に命を落としている。そして資本主義国を含む世界各地で８億５００万人が十分な食料を

確保できないでいる。 

 

国際連合教育科学文化機関（UNESCO）は、もし極貧下にある子供達に基礎的な読解力を

身につけて学校を卒業されることができれば、１億７１００万人を絶対的貧困線から引き

上げることが可能であり、教育を普及させることができれば、世界の貧困を現在の半分に

することが可能と見積もっている。 

 

世界銀行は、気候変動によりこの先１０年間で１億人以上が貧困に追いやられると予測し

ている。実際、旱魃、洪水、暴風雨等の極端な気象現象による被害に最も晒されているの

が、既に貧困に喘ぐコミュニティーである。 

 

国際社会は、武器や無益な戦争に浪費されている「数兆ドル」にのぼる膨大な資源を、人

の生死を左右するもっと重要な問題（貧困層の救済、劣化している道路や橋の修繕、公共

輸送システムの改善、医療の提供、崩壊しつつある学校の再建）に活用すべきではないだ

ろうか。 

Families flee their homes in Mosul, Iraq, heading for an army 

outpost in the Samah neighbourhood where they will be taken 

away from the heavy fighting engulfing the city. 

資料：UNHCR/Ivor Prickett 
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トランプ大統領は言動を一致させるべき 

 

今年４月、トランプ大統領は中国の劉鶴副首相と

の対談の中で、「ばかげた」軍事支出と武器製造

を削減すべく、中国とロシアとの間に新たな軍備

管理に関する協定を結ぶことに関心を示した。 

 

トランプ大統領は、「ご存知のように中国は、米

国やロシアと同様、軍事費に多額の予算をつぎ込

んでいます。私が思うに、これら３カ国は、互い

に協力してこうした軍事支出を止め、長期的な平

和に資するより生産的な分野に予算を費やすこ

とができるのではないか。 

 

私は、３か国が協力してこうした武器を作らない

方が、お互いにずっと良いことだと思うのだが。」

と語った。 

 

トランプ氏の提案は高尚な意見ではあるが、同氏の危険を孕んだ様々な動き（史上最大級

の軍事予算増額、中距離・短距離核ミサイルを廃絶した INF からの離脱、イランの核開発

計画を押し戻し凍結したイラン核合意からの離脱、イラン・キューバ・ベネズエラに対す

る苛烈な経済制裁、イエメンに対して壊滅的かつ非人道的な戦争を遂行してるサウジアラ

ビアに対する武器販売、数カ国を対象にした貿易・関税戦争等）をみれば、こうした提案

と実態の乖離は明らかだろう。 

 

国連総会が採択した核兵器禁止条約に参加すべき 

 

核戦争が、事故や、誤算、或いは不安定な指導者による意図的な動機で引き起こされる前

に、ノーベル平和賞の授賞を熱望しているとされるトランプ大統領が、全ての核兵器を廃

絶すべく核兵器禁止条約を支持するよう世界の指導者をまとめることを、切望している。 

 

恐らくそうした方が、北朝鮮の非核化やイランその他の「ならず者」国家が核爆弾を取得

するのを防ぐ努力より、早期にしかも容易に目的を達成できるだろう。(8.10.2019) INPS 

Japan/ IDN-InDepth News 

 

 

UN Secretary Building 

資料：Katsuhiro Asagiri of INPS 


